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［［要要    旨旨］］  

食品の賞味期限設定においては、科学的かつ合理的な根拠を適正に評価する責任が各事業者に求

められている。食品の保存技術の発展から、賞味期限延長の実現が進むが、その反面、保存試験に

要する試験期間が長期化するなどの課題がある。そこで本研究では、京都府内で製造販売される日

本茶を対象に、保存試験期間の短縮化を図るための加速試験の実用性について検討を行った。その

結果、日本茶での加速試験の適用可能性が示唆された。 

 
１１  ははじじめめにに  

「賞味期限表示の設定のためのガイドライン」

は 2005 年 2 月に厚生労働省及び農林水産省が策

定し、2025年3月、食品ロス削減の観点と食品の

安全性の確保に関する科学的知見に基づく観点か

ら消費者庁によって20年ぶりの改正となった1）。

本ガイドラインにおいては、各事業者の責任の下、

科学的かつ合理的な根拠を基に食品の期限設定が

必要であることが引き続き明記され、改めて個々

の食品の特性等を十分に考慮した期限設定が求め

られることとなった2）。 

食品の期限設定においては、安全性や品質を

客観的に評価するため、「微生物試験」、「理化学

試験」、「官能検査」等の試験・検査が用いられて

いる。各食品企業は、国や業界団体等が作成した

個別食品にかかわる期限設定のガイドラインや

HACCP の考え方を取り入れた衛生管理のための手

引書 3）等を参考に信頼性と妥当性が担保された

独自の評価項目（指標）の基準を定め、これらの

基準に基づいた科学的かつ合理的な期限設定に努

めている。 

 期限設定を目的とした試験の中でも企業規模に

関係なく、多くの食品企業で一般的に実施されて

いる試験は保存試験である。これは流通や販売時

の温度を考慮した任意の温度で食品を保存後、一

定の期間ごとに各種試験・検査を実施し、その結

果が規格値内にあることを確認するものである。

一方で、近年の国際的なフードロス削減の取り組

みや、包装資材、殺菌・保存技術等の発展 4）に

より、食品の期限延長が実現され、保存試験の実

施期間が長期化するなど課題が挙げられる5）。 

防災食や宇宙食に代表されるような保存可能

期間が5～10年と長い食品については、実際の期

間、保存試験を実施することは現実的ではなく、

温度や湿度等を上昇させた過酷な条件下で保存す

ることで食品の劣化速度を速め、通常よりも短い

期間で賞味期限を推定することが可能な加速試験

が用いられる 6, 7）。しかしながら、全ての食品に

おいて加速試験が適用可能な訳ではなく、食品の

種類や加工・調理、包装方法等によっても適用可

否が異なる。 

そこで本研究では、京都府内で製造販売され

る日本茶を対象に加速試験の実用性について検討

を行った。 

 

＊１ 応用技術課 技師 
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２２  実実験験方方法法  

２２．．１１  試試料料  

 京都府内産品として、府内で製造販売される煎

茶、ほうじ茶、抹茶の3種類の日本茶を用いた。

また加速試験には、保管・流通及び販売時の商品

状態を模すため、個別包装後の商品を使用した。 

 

２２．．２２  加加速速試試験験 

２．２．１ 試験条件 

加速試験には、温度（25、35、45℃）及び相

対湿度（70％RH）を制御した恒温恒湿槽（東京理

化器械製 KCL-2000A 及び日本医化器械製BIOTRON 

NC-350）を用いた。ただし、25℃の条件下におけ

る相対湿度（70％RH）の制御には、恒温槽の内部

に密閉容器を設置し、湿度調整ビーズ（シャープ

製 TEKIjuN、70％RH）を用いて恒温恒湿環境の制

御を試みた。 

 

２．２．２ 評価試験及び解析方法 7） 

加速試験の評価試験には、京都府内茶製造小

売企業協力の下、10 点採点法による官能検査を

採用した。官能検査の合否のボーダーラインは、

8 点に設定し、試料の保存開始後、初めて評価点

が8点となる経過日数をその商品の設定条件下で

の品質保持限界日数と定めた。 

加速試験の理論式の算出には、ある温度での

化学反応の速度を予測する式であるアレニウスの

式(1)を用いた。 

� � �	exp �� �
��� …(1) 

 

ここで、食品の加速試験における反応速度定

数kは、上述の官能検査から得られた品質保持限

界日数の逆数と定義した。 

また実際の解析の際には、式(1)の両辺に自然

対数をとり、式(2)の形へ変形させ、� � ln� 、
� � ��

� 、� � �
� 、� � ln� のように変数をと

り、� � �� � �の1次式とみなした。 

ln� � � �
�� � ln� …(2) 

なお、加速試験の解析にはExcelを用い、各試

験条件下における絶対温度の逆数	��とそれに対応

する反応速度定数の対数	ln�をそれぞれグラフ上

にプロットし、最小二乗法によって回帰直線を求

めた。この回帰直線を式(2)のアレニウスプロッ

トとみなし、任意の温度（20℃）での品質保持限

界日数の理論日数の算出に用いた。  

更に、得られたアレニウスプロットから煎茶、

ほうじ茶、抹茶のそれぞれの活性化エネルギーE

を求め、式(3)により20℃から30℃へ温度を10℃

上昇させた場合の反応速度定数比	���を算出した。 

��� � ��� ���  …(3) 

 

 

３３  結結果果及及びび考考察察  

３３．．１１  湿湿度度調調整整ビビーーズズにによよるる恒恒湿湿制制御御  

 日本の年平均相対湿度は約70％として知られ8）、

食品の保存試験や加速試験においても、多くの場

合、同湿度帯へ制御可能な恒温恒湿器や人工気象

器が一般的に用いられる。しかしながら、これら

の機器は高額なこともあり、実際には、温度のみ

を制御可能な恒温器を用いて試験を実施すること

も少なくはない。そこで本研究では、湿度調整

ビーズを用い、恒温槽内の相対湿度（70％RH）の

制御を試みた。 

 図１に恒温槽内（25℃）に設置した相対湿度

（70％RH）の制御環境を示す。本調湿ビーズの取

扱説明書の使用方法に準拠して使用した場合、容

器の密閉性や使用する調湿ビーズの量によっても

k：反応速度定数、A：頻度因子（濃度）、 

E：活性化エネルギー、R：気体定数、T：絶対温度 

k20：20℃での反応速度定数、k30：30℃での反応速度定数 
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若干得られる性能が前後することが予想されるが、

今回、少なくとも半年ほどは、目標の相対湿度

（70％RH）に制御することが可能であった。 

湿度調整ビーズ
TEKIjuN、70％RH

シャープ製

密閉容器
(例)デシケーター

試験サンプル
(食品)

 

図図１１  湿湿度度調調整整ビビーーズズをを用用いいたた試試験験環環境境のの構構築築 
 

３３．．２２  日日本本茶茶のの加加速速試試験験  

３．２．１ 通常保管温度よりも高い3温度での

加速試験 

京都府内産品における食品の加速試験の実用

性について検討を行うため、府内で製造販売され

る煎茶、ほうじ茶、抹茶の3種類の日本茶を対象

に、25℃、35℃及び 45℃の条件下（相対湿度

70％RH）で加速試験を行った。加速試験の評価試

験（官能検査）の結果を図２に示す。抹茶では、

温度上昇による品質劣化への影響が予想を上回り、

回帰式算出のためのプロット数が少なくなったが、

いずれの条件下でも良好な直線性を示した。 

また、得られた回帰直線の式から、25℃、

35℃及び 45℃の条件下における品質保持限界日

数を算出した（表１）。 

 

表表１１  2255℃℃、、3355℃℃及及びび4455℃℃のの条条件件下下((相相対対湿湿度度

7700％％RRHH))ににおおけけるる各各種種日日本本茶茶のの品品質質保保持持限限界界日日数数 
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図図２２  加加速速試試験験ににおおけけるる官官能能検検査査のの結結果果  

((AA))  煎煎茶茶、、((BB))  ほほううじじ茶茶、、((CC))  抹抹茶茶  

  

３．２．２ アレニウスプロット 

 次に、各種日本茶における加速試験の理論式の

算出のため、絶対温度の逆数	��を横軸に、それに

対応する反応速度定数（官能検査から得られた品

質保持限界日数の逆数）の対数	ln�を縦軸にプ

ロットしたグラフを図３に示す。図３に示すよう

に良好な直線関係が示され、更に得られた回帰直

線の式から、任意の温度（20℃）での品質保持限

界日数の理論日数を算出した（表２）。 

温度 煎茶 ほうじ茶 抹茶 

25℃ 137.5日 164.2日 102.9日 

35℃ 50.9日 57.7日 32.7日 

45℃ 18.4日 32.1日 9.3日 
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絶対温度の逆数 (1/T)
反
応
速
度
定
数
の
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(ln
k)

（C）

y = ‐11383x + 33.534
R² = 0.9979‐7.0

‐6.0

‐5.0
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図図３３  アアレレニニウウススププロロッットト  

((AA))  煎煎茶茶、、((BB))  ほほううじじ茶茶、、((CC))  抹抹茶茶  

 

また、表２に示すように実際に 20℃で保存試

験を実施して官能検査の基準を合格することがで

きた日数との比較を行ったところ、煎茶における

推定値と実測値は240.7日と240日、ほうじ茶に

おける推定値と実測値は239.8日と240日で近似

の値を示した。一方で、抹茶における推定値と実

測値は203.6日と210日となり、加速試験で推定

した品質保持限界日数は、実際に官能検査の基準

を合格することができた日数と比べ、短い日数と

なった。 

結果３．２．１の項でも記述したように、抹

茶では、温度上昇による品質劣化への影響が大き

く、特に 35℃や 45℃の高温での官能検査の実施

回数が少なくなったことや、官能検査の合否の

ボーダーラインを大きく下回る評価点は、精度や

信頼性が低いことが予想され、これらの要因が抹

茶での推定値と実測値の差に繋がったと考えられ

る。 

 

表表２２  加加速速試試験験でで推推定定ししたた2200℃℃ででのの品品質質保保持持  

限限界界日日数数とと実実際際のの保保存存試試験験結結果果ととのの比比較較  

試料名 
アレニウス式からの

推定値 

工場内(20℃保管)

の実測値* 

煎茶 240.7日 240日 

ほうじ茶 239.8日 240日 

抹茶 203.6日 210日 

＊官能検査の基準を合格した日数 

 

３．２．３ 温度上昇による品質劣化への影響 

 図３で示した各種日本茶の回帰直線の式から、

煎茶、ほうじ茶、抹茶のそれぞれの活性化エネル

ギーE を算出した（表３）。また、表３に示すよ

うに20℃から 30℃へ温度を 10℃上昇させた場合

の反応速度定数比 を算出したところ、煎茶は

2.9、ほうじ茶は2.4、抹茶は3.6の値となり、抹

茶、煎茶、ほうじ茶の順に温度上昇による品質劣

化の影響を受けやすいことが明らかになった。 

 今回試料として使用した日本茶の製造販売メー

カーにヒアリングを実施したところ、煎茶及びほ

うじ茶では、ガス置換包装を採用しており、一方

で温度上昇による品質劣化の影響を大きく受けた

抹茶は、ガス置換包装を非採用との話であった。

そのため、日本茶の主な劣化要因の一つである酸

化劣化の差が今回の結果にも強く影響を与えたも

のと考えられる。また、ほうじ茶は、事前に焙煎

の工程を踏むため、温度上昇による影響を最も受

け難かったと考えられる。 
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表表３３  各各種種日日本本茶茶のの活活性性化化エエネネルルギギーー及及びび  

反反応応速速度度定定数数比比 

試料名 
活性化エネルギー 

(E) 

反応速度定数比

( )* 

煎茶 79181.9 2.9 

ほうじ茶 64504.2 2.4 

抹茶 94638.8 3.6 

＊20℃から30℃へ温度を10℃上昇させた際の値 

 

４４  ままととめめ  

本研究では、京都府内産品における食品の加

速試験の実用性について検討を行うため、府内で

製造販売される日本茶を対象に加速試験を実施し

たところ、煎茶及びほうじ茶において加速試験の

実用性を確認することができた。また、抹茶にお

いては、加速試験で推定した品質保持限界日数と

実際に官能検査の基準を合格することができた日

数に差が見られたが、加速試験の温度条件の変更

や評価試験の検査タイミングを早めるなどの工夫

により推定精度の向上が期待される。 

また、他の食品での加速試験の適用可否につ

いては、今後、更に知見を深める必要がある。同

一の食品であっても、包装資材や充填方法等の違

いにより、異なった結果を示す可能性があるため、

その商品の特性を踏まえた条件設定が重要になる

と考えられる。 

最後に、昨今の商品開発サイクルの短さ等か

ら、今後、ますます加速試験の重要性が高まるこ

とが期待され、本研究成果が食品の加速試験にお

ける知見の蓄積に繋がれば幸いである。 
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